大阪府市町村国民健康保険赤字解消計画基準
平成27年5月に改正国保法を含む「医療保険制度改革関連法」が成立し、平成30年度から都道府県が国保の財政運営の責任主体となり、市町村とともに国保を運営することとなった。

大阪府内の市町村国民健康保険の財政状況については、累積赤字の保険者が平成26年度(速報値)で43保険者中19保険者となっており、その累積赤字総額は約309億円と依然として多額の累積赤字となっていることから、国保制度改革に向けた環境整備として、さらなる健全運営に努め計画的な赤字解消を図ることが喫緊の課題である。
これまでも、市町村国保の赤字解消を図ることを目的に、「大阪府市町村国民健康保険赤字解消計画基準」（以下、「府基準」という。）を策定し、府基準に該当した保険者においては、赤字解消計画を策定し累積赤字の解消に努め、計画を策定した12保険者中、2保険者においては計画よりも早期に完全に累積赤字解消が図られた一方、一部の保険者では、計画策定時との状況の変化に対応できずに、計画どおりの赤字解消ができていない状況であり、また、計画策定対象外の累積赤字を抱える一部の保険者では、累積赤字の解消が進んでいない状況もある。

そのため、平成24年7月策定の当基準を見直し改定することとした。
なお、府基準については、これまでと同様「国保保険者の赤字解消基本計画書および赤字解消計画実施状況報告書について」（昭和46 年11 月25 日付け保発第36号厚生省保険局長通知）をベースに、府独自の項目等を盛り込んだ計画策定を求めることとしている。
１　計画策定対象となる保険者

計画策定対象となる保険者は、平成27年度については、平成25年度及び平成26年度において累積赤字が連続し、かつ、平成26年度の累積赤字率（累積赤字額／単年度経常支出決算額）が3％を超えている保険者とする。平成27年度以降についても、同様の基準とする。

なお、既に累積赤字解消計画を策定している保険者については、新たな計画を策定する必要はなく、既に策定している計画に基づいて累積赤字の解消に努めるものとする。ただし、既に策定している計画では、累積赤字の解消が困難であると府が認める場合は、計画の見直しができるものとする。
計画策定対象となった保険者は、府基準の実施期間が終了するまで又は累積赤字が解消（黒字化）したと府が認めるまで当該策定した計画は継続する。累積赤字が解消（黒字化）したと府が認めた場合、計画期間中であっても赤字解消計画は終了する。
府は、計画策定対象となった保険者又は対象でなくなった保険者に対し、通知するものとする。
２　赤字解消計画の内容
　　「赤字解消計画」は、単年度収支を均衡のうえ、さらに平成29年度までに累積赤字を全額解消する計画とすること。

　　ただし、取り得る措置を全て講じたとしても、平成29年度までに累積赤字を全額解消できないと認め得る合理的な理由がある場合は、府と協議のうえ計画期間の延長も可能とする。

なお、赤字解消計画期間の延長をした場合においても、毎年度の累積赤字解消額を設定し、全額解消する計画を策定すること。また、盛込むべき具体的内容は次のとおりとする。

(1) 基本方針
　・赤字解消のための保険料(税)や、一般会計からの繰入れ等での対応を記載すること。
　・累積赤字を全額解消する計画とし、計画期間は、原則として対象となった年度から平成29年度までとする。
　・赤字解消計画の見直しをする団体については、翌年度以降の計画再策定とする。

　・計画を策定する際は、市町村長、財政担当部局等と十分な調整を行った上で、実現可能な計画を策定すること。

(2) 過去５年間の累積収支の状況
　・対象となった年度の前年度を含め過去５年度とする。
(3) 前年度、現年度の予算（当初・最終）及び決算の状況
・年度ごとに、府の「国民健康保険事業の実施に関する調書」（市町村事務打ち合わせ調書）の様式に記載すること。
(4) 過年度の単年度赤字の要因
　・年度ごとに具体的に数字を積み上げて要因を分析すること。
※要因分析は次の視点等により行うこと。
　→視点１　保険料(税)算定に係る分析（算定上の料率(金額)と確定料率(金額)との乖離、予定収納率の乖離）　〔医療・後期・介護ごとに〕
　　→視点２　予算額と決算額の状況からの分析（保険給付費、公費収入等の見込み誤り）。
　　→視点３　適切な一般会計繰入が行われているか
(5)　　各年度の具体的な施策ごとの赤字解消額
・具体的な解消手段ごとに数値の積上げを記載すること。
【解消手段】
(1)保険料(税)算定・賦課の適正化による単年度収支の均衡
(2)累積赤字解消のための財源
①保険料(税)での対応
②収納率向上（特に滞納分）
③一般会計からの繰入れ（累積赤字解消分。一般会計からの法定分の適正な繰入れ計画を併せて記載すること。）
④その他（医療費適正化の推進…保険給付費の伸びの見込み額を上回る適正化）　　等
３　赤字解消計画の提出
　　保険者は、計画を策定した場合は、府の定める期限までに、大阪府知事あて提出すること。
４　特別都道府県調整交付金の活用
　　赤字解消計画の実効性を高めるため、平成24年度以降の府特別調整交付金交付基準の評価項目「Ⅰ　財政の健全性の確保・向上」に「累積赤字解消の取組状況」の項目を追加し、以下のとおり実施する。
実施にあたっては、累積赤字のない市町村とのバランスを考慮して評価を行うものとする。

1 赤字解消計画の策定の有無
・府基準を満たした赤字解消計画の策定状況を評価する。
　　　策定：０点　　未策定：▲50点
　・計画策定については、策定した当該年度から府特別調整交付金の評価対象とする。

・期限までに提出しなかった場合は未策定とする。
②　赤字解消計画の達成状況
　　・赤字解消計画を策定した翌年度以降、計画期間中は、前年度（単年度）の累積赤字解消額の達成状況と、計画開始年度からの前年度までの赤字解消総額の達成状況とを比較して、達成度の高い方で評価する。

　　・評価点は、達成状況に応じて0点～▲50点とし、詳細は府特別調整交付金交付基準において定める。

・保険者における赤字解消のための取組み状況に応じて減点評価の緩和をする。

５　赤字解消計画の住民への周知及び公表
　　対象となった保険者は、赤字解消計画について地域住民に周知し、その内容について理解を得るよう努めること。
府は、保険者が策定した赤字解消計画の透明性を図り実効性をより高めるため、大阪府ホームページにおいて公表する。
６　その他
　実施期間中においても、府が必要と認める時は、随時、本基準について必要な見直しを行う。
　平成24年7月13日制定
　平成27年9月30日改正
